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１．はじめに 

 

本研究の目的は、東アジアにおける日系多国籍

食品企業による中間財生産拠点の海外立地選択要

因を計量モデル分析から明らかにすることである。

特に、日系食品企業の中間財生産における垂直

的・水平的なネットワークに着目し、新経済地理

学（NEG）が提唱する需要要因の市場アクセスと

供給要因であるサプライアクセスを用いる。 
2010 年 1 月にタイで行った日系多国籍食品企

業に対するヒアリング調査から、生産拠点は現地

及び周辺国の市場獲得を目指して、賃金や現地政

府の優遇政策を活用して費用最小化行動をとりつ

つ、原材料調達も重視した生産活動を行っている

ことが分かった。また、中間財生産企業にとって、

同国への海外立地選択は、供給先である日系食品

企業の存在が大きいとの回答を得た。 
Fujita，Krugman and Venables[2]に代表され

る NEG モデルに基づく企業の立地選択分析では、

市場アクセスやサプライアクセスの概念を導入し、

生産におけるネットワーク関係を重要視している

（Head and Mayer[3]をはじめ、日系多国籍食品

企業に対してこの点を最初に実証した論文には

Lu and Tokunaga[4]がある）。これまで、日系多

国籍食品企業の海外立地選択要因に関する研究は

数多くなされているが、食品産業全体を対象とし

ており、多様な財を生産する食品企業の生産にお

けるネットワーク関する分析としては不十分であ

る。最終財生産拠点の海外立地選択におけるネッ

トワークの重要性は阿久根・徳永[1]で明らかにさ

れたが、本研究ではそのネットワークのもう一方

を担う日系多国籍食品企業の素材・中間財生産拠

点を分析対象とする。  
 
２．日系多国籍食品企業による生産拠点の海外立

地選択モデル  

 

企業 i は、利潤（ ijtπ ）が最大になるように t
年に j 国に立地すると仮定する。 

   ijt ijt ijtXπ β ε= +   (1) 

ここで、変数 ijtX は t 年における企業 i の利潤

に関わる立地国 j の賃金、市場・サプライアクセ

スなどの変数を表す。 ijtε は誤差項である。 
企業 iが海外立地選択の対象国全て（J）の中か

ら j 国に立地する確率 ( )*
ijtPr y 1= は、次のとお

りである。 
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なお、  は t 年における企業 i の j 国への新

規立地を観測したダミー変数である。新規立地が

なされた場合は 1、そうでなければ 0である。 

*
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３．モデルの特定化とデータ・ソース 

 

被説明変数は、素材・中間財を生産する日系多

国籍食品企業の t 年における j 国への立地の有無

である。対象とする企業は、東洋経済新報社『海

外進出総覧』2009 年度で現地法人の業種区分が

「食料品」に分けられ、「事業内容」より素材・中

間財を生産すると判断される企業である。   
説明変数として、賃金（WAGE）、現地政府の

優遇政策として工場団地ダミー（Darea）といっ

た伝統的な海外立地選択変数とともに、市場アク

セスは素材・中間財のもの（MA_itm）であり、

水平的なネットワークとして素材・中間財のサプ

 



表1東アジアにおける日系多国籍食品企業による素材・中間財生産拠点の海外立地選択モデルの推定結果 
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

Wage -0.7454 *** -0.6770 *** -0.5607 *** -0.6383 *** -0.4345 *** -0.6529 *** -0.5495 *** -0.4608 ***

(-6.05) (-4.16) (-4.46) (-4.95) (-2.79) (-3.99) (-4.59) (-2.84)

MA_itm 1.7904 *** 1.6687 *** -2.7700 ***

(4.02) (2.81) (-2.88)

MA_fin 2.8355 *** 1.2484 *** 1.9828 ***

(4.11) (2.94) (2.96)

Agg_FDJfin 0.0524 *** 0.0506 *** 0.0507 *** 0.0325 *** 0.0474 ***

(7.02) (6.93) (5.52) (3.23) (4.95)

SA_itm(3) 0.7550 ** 0.3020

(2.45) (0.71)

Darea 7.4644 *** 6.8694 *** 7.0004 *** 6.6582 ***

(12.84) (12.61) (12.72) (12.02)

定数 -12.4314 *** -12.9771 *** -6.7479 *** -10.7218 *** -7.7883 *** -13.6687 *** -8.0957 *** -8.3147 ***

(-8.24) (-6.44) (-3.68) (-8.07) (-14.20) (-6.62) (-10.89) (-8.25)

対数尤度 -441.7887 -271.0279 -400.8344 -405.4813 -262.3617 -256.0642 -415.1063 -250.2358

サンプル数 9870 9870 9870 9870 9870 9870 8460 8460

註1： 括弧内は z値を表す 
註2： “***”は有意水準1%、 “**”は有意水準5%、 “*”は有意水準10%で統計的に有意であることを示す。 

ライアクセス（SA_itm）、垂直的なネットワーク

として生産工程で川下にあたる最終財の市場アク

セス（MA_fin）と日系食品企業による最終財生産

拠点の産業集積（Agg_FDJfin）に着目する。 

また、用いた市場アクセスとサプライアクセス

は、立地国の FTA・EPA の有無を考慮して算出

したものであるため、立地国においてFTAやEPA
の発効が進むほど、当該国における食品生産の垂

直的・水平的ネットワークが強まり、日系多国籍

食品企業の当該国への立地を促進させることが示

された。 

説明変数のデータ・ソースは、最終財を生産す

る日系多国籍食品企業の立地数は東洋経済新報社

『海外進出総覧』2009 年度、賃金は ILO 
“LABOSTAT”、ASEAN 諸国の工場団地情報は

アセアンセンターの各国の情報による。市場アク

セスとサプライアクセスは、阿久根・徳永[1]と同

様にRedding and Venables[5]にしたがって算出

したものを用いる。対象期間は 1985 年から 2005
年で、対象国は、中国、香港、台湾、韓国、タイ、

インドネシア、マレーシア、シンガポール、フィ

リピンおよびインドの 10 カ国である。 
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４．推定結果とまとめ 

 

東アジアにおける日系多国籍食品企業による

素材・中間財生産拠点の海外立地選択モデルをロ

ジットモデルによって推定した結果から、その海

外立地選択要因として、企業の費用最小化に関わ

る変数として賃金や工場団地ダミー、素材・中間

財の市場アクセスとともに、立地国における最終

財の市場アクセスといった垂直的ネットワークや

素材・中間財のサプライアクセスによる水平的な
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